
経営成績
 
(1)２００４年度第１四半期連結決算の概要 
 

 ２００４年度第１四半期 （前年同期比） 
売 上 高 ２兆０，６３４億円 （１０９％） 
営 業 利 益 ３７６億円 （ － ％） 
税 引 前 当 期 純 利 益 ４５８億円 （ － ％） 
少数株主持分控除前利益 ２５７億円 （ － ％） 
当 期 純 利 益 １６０億円 （ － ％） 

 
当四半期においては、世界経済は、米国経済が引き続き好調に推移した他、米国や中国向け輸出に支え

られたアジア経済も好調に推移しました。 

 日本経済も、輸出の好調と企業収益の回復に加え、民間設備投資が増加する等好調でした。 
 
このような状況下、当四半期の連結ベースでの実績は、２００４年３月期決算発表日時点（２００４年

４月２８日時点）での見通しを上回りました。 
 
売上高は、デジタル家電市場の好調に支えられた電子デバイス部門や、デジタルメディア・民生機器 

部門、高機能材料部門が前年同期に比べて大きく伸長したこと等により、前年同期比９％増の  
２兆０，６３４億円となりました。 
営業損益については、電力・産業システム部門を除く全ての部門が黒字となり、前年同期の３３７億円

の営業損失から、３７６億円の営業利益となりました。 
 
営業外収益については、ほぼ前年同期並みの１７５億円となりました。営業外費用については、持分法

損益が改善したこと等により、前年同期比３５％減の９３億円となりました。 
 
これらの結果、税引前当期純損益は、前年同期の３０９億円の税引前当期純損失から、４５８億円の税

引前当期純利益となり、また法人税等を差し引いた少数株主持分控除前損益は、前年同期の３４１億円の

少数株主持分控除前損失から、２５７億円の少数株主持分控除前利益となりました。当期純損益は前年同

期の３８４億円の当期純損失から、１６０億円の当期純利益となりました。 
 

(2)部門別売上高・営業利益（損失）の概況 
 
 売上高については、物流及びサービス他部門、金融サービス部門を除く５部門が前年同期を上回りまし

た。また、営業利益については、電力・産業システム部門を除く全ての部門が、前年同期を上回りました。 
売上高及び営業利益はともに、２００４年３月期決算発表日時点の見通しを上回りました。 
各部門の概況は、以下の通りです。 
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[情報通信システム] 

 ２００４年度第１四半期 （前年同期比） 
売 上 高 ４，８０４億円 （１０７％） 
営 業 利 益 ５６億円 （ － ％） 

 
情報通信システム部門の売上高は、ソフト／サービスについては、メインフレーム需要の低下に伴い基

本ソフトウェアが減少したものの、ハードウェアについては、ハードディスクドライブや第３世代データ
通信用基地局等が好調に推移したことにより、部門全体では、前年同期比７％増の４，８０４億円となり
ました。 
営業損益については、前年同期に赤字を計上したハードディスクドライブが黒字化したこと等により、

前年同期の２６７億円の営業損失から、５６億円の営業利益となりました。 
（注）ハードディスクドライブ事業は、１２月決算会社である日立グローバルストレージテクノロジーズ（日立ＧＳＴ）が

行っており、３月決算会社である当社の２００４年度第１四半期決算においては、日立ＧＳＴの２００４年１－３月

の数値を計上しています。 
 
[電子デバイス] 

 ２００４年度第１四半期 （前年同期比） 
売 上 高 ３，３７８億円 （１２２％） 
営 業 利 益 １６３億円 （ － ％） 

 
電子デバイス部門の売上高は、携帯電話向けTFT液晶や平面テレビ向け大型TFT液晶の伸長によってディ

スプレイが増収となった他、半導体製造装置の伸長等によって日立ハイテクノロジーズが増収となり、前
年同期比２２％増の３，３７８億円となりました。 

営業損益については、ディスプレイの大幅な改善等により、前年同期の６９億円の営業損失から、 
１６３億円の営業利益となりました。 
 
[電力・産業システム] 

 ２００４年度第１四半期 （前年同期比） 
売 上 高 ５，１７９億円 （１０５％） 
営 業 損 失 △６１億円 （ － ％） 

 
電力・産業システム部門の売上高は、電力設備が低調に推移したものの、業務用空調機器や産業機械が

好調に推移し、鉄道システムの大口案件を計上した他、日立建機が海外市場向けを中心に伸長したこと等
から、部門全体では、前年同期比５％増の５，１７９億円となりました。 
営業損益については、日立建機が増益となりましたが、電力設備の損益が悪化した他、国内の環境プラ

ント案件での追加作業発生に伴う費用負担等により、前年同期の２９億円の営業利益から、６１億円の営
業損失となりました。 
 
[デジタルメディア・民生機器] 

 ２００４年度第１四半期 （前年同期比） 
売 上 高 ３，３３４億円 （１１３％） 
営 業 利 益 ５２億円 （ － ％） 

 
デジタルメディア・民生機器部門の売上高は、プラズマテレビや光ストレージが伸長したこと等により、

部門全体では前年同期比１３％増の３，３３４億円となりました。 
営業損益については、光ストレージや液晶プロジェクタ等が伸長した他、白物家電もルームエアコンや

掃除機が増益となり、部門全体では、前年同期の４億円の営業損失から、５２億円の営業利益となりまし
た。 
（注）光ストレージ事業は、１２月決算会社である日立ＬＧデータストレージ（ＨＬＤＳ）が行っており、３月決算会社で

ある当社の２００４年度第１四半期決算においては、ＨＬＤＳの２００４年１－３月の数値を計上しています。 
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[高機能材料] 
 ２００４年度第１四半期 （前年同期比） 

売 上 高 ３，６３８億円 （１１９％） 
営 業 利 益 １８３億円 （４１６％） 

 
高機能材料部門の売上高は、日立化成工業、日立金属、日立電線が、いずれもエレクトロニクス関連製

品を中心に好調に推移した他、２００４年４月からＮＥＯＭＡＸ（旧住友特殊金属）を連結子会社化した

影響もあり、部門全体では前年同期比１９％増の３，６３８億円となりました。 

営業利益については、エレクトロニクス関連製品が好調に推移したこと等により、前年同期比３１６％

増の１８３億円となりました。 
 
[物流及びサービス他] 

 ２００４年度第１四半期 （前年同期比） 
売 上 高  ２，９２６億円 （ ９５％） 
営 業 利 益 １５億円 （ － ％） 

 
物流及びサービス他部門の売上高は、日立物流や日立モバイルが好調に推移しましたが、海外の販売会

社における半導体販売業務のルネサステクノロジへの移管の影響等により、部門全体では前年同期比５％

減の２，９２６億円となりました。 

営業損益については、日立物流及び海外販売会社の改善により、前年同期の３０億円の営業損失から、

１５億円の営業利益となりました。 
 
[金融サービス] 

 ２００４年度第１四半期 （前年同期比） 
売 上 高  １，２９０億円 （ ９７％） 
営 業 利 益  ４９億円 （１１９％） 

 
金融サービス部門の売上高は、低金利の影響や個人向け自動車ローンの減少により、前年同期比３％減

の１，２９０億円となりました。 
営業利益については、日立キャピタルが、資金調達コスト低減を図ったことによって増益となったこと

等から、前年同期比１９％増の４９億円となりました。 
 
(3)国内・海外売上高の概況 
 

 ２００４年度第１四半期 （前年同期比） 
国 内 売 上 高  １兆２，５４９億円 （１０５％） 
海 外 売 上 高  ８，０８４億円 （１１６％） 

う ち ア ジ ア ３，４３８億円 （１１４％） 
う ち 北 米  ２，２０５億円 （１０３％） 
う ち 欧 州 １，８２９億円 （１３７％） 
うちその他の地域 ６１０億円 （１２０％） 

 

国内売上高は、電力設備や産業用機械が振るわなかったものの、プラズマテレビ等のデジタルメディア

機器や、電子部品、材料等のエレクトロニクス関連製品が伸長したこと等により、前年同期比５％増の 

１兆２，５４９億円となりました。 

海外売上高は、ハードディスクドライブや光ストレージが伸長した他、日立建機が海外市場を中心に売

上高を伸ばしたこと等から、前年同期比１６％増の８，０８４億円となりました。 
 

 4



(4)設備投資・減価償却費・研究開発費 
 

設備投資（完成ベース、営業用資産を除く）は前年同期比２０％増の７２２億円、減価償却費（営業用

資産を除く）は前年同期比２％減の７８９億円となり、研究開発費は前年同期比１０％増の８６９億円 

（対売上高比４．２％）となりました。 
 
財政状態
 
(1)キャッシュ・フローの状況 
 

 ２００４年度第１四半期 （ 前年同期比増減 ） 
営業活動に関するキャッシュ・フロー △１７５億円 （ ５３億円 ） 
投資活動に関するキャッシュ・フロー △１，３６４億円 （ １２２億円 ） 
フリー・キャッシュ・フロー △１，５４０億円 （ １７５億円 ） 
財務活動に関するキャッシュ・フロー ２８６億円 （ １１３億円 ） 

 
キャッシュ･フローについては、営業活動に関するキャッシュ･フローは、季節性による棚卸資産の増加

や賞与・税金の支払等がありましたが、当期純利益の増加もあり、前年同期に比べて５３億円支出額が減 
少し、１７５億円の支出となりました。投資活動に関するキャッシュ･フローは、賃貸資産を含めて 
２，２７０億円の設備投資を実施しましたが、リース債権の回収等を促進した結果、前年同期に比べて 
１２２億円支出額が減少し、１，３６４億円の支出となりました。 

 
これにより、営業活動に関するキャッシュ･フローと投資活動に関するキャッシュ･フローを合計したフ

リー･キャッシュ･フローは、前年同期比１７５億円改善し、１，５４０億円の支出となりました。 
 

また、財務活動に関するキャッシュ･フローは、前年同期に実施した自己株式の取得の影響によって支出額

が減少したこと等により、前年同期比１１３億円収入額が増加し、２８６億円の収入となりました。 
これらの結果、現金及び現金等価物は、当四半期中に１，２２３億円減少し、６，４２０億円となりま

した。 
 
(2)財政状態 
 
 

 

 ２００４年度第１四半期 （ 前 期 末 比 増 減 ）

総 資 産 ９兆６，５０５億円 （ ６０２億円 ）

負 債 合 計 ６兆６，３８２億円 （ １４９億円 ）

う ち 有 利 子 負 債 ２兆５，９６０億円 （ ９８５億円 ）

少 数 株 主 持 分 ８，３９７億円 （    ４０９億円 ）

株 主 資 本 ２兆１，７２４億円 （  ４３億円 ）

株 主 資 本 比 率 ２２．５％ （ ０．１ ポイント悪化 ）

Ｄ／Ｅレシオ(少数株主持分含む) ０．８６倍 （ ０．０２ポイント悪化 ）

 総資産は、当社の売上が増加する第２四半期に向けて棚卸資産が増加した他、当四半期より、 
ＮＥＯＭＡＸを連結子会社化した影響等により、前期末（２００３年度末）比６０２億円増の  
９兆６，５０５億円となりました。有利子負債は、前期末比９８５億円増の２兆５，９６０億円となりま

した。株主資本は、前期末比４３億円増の２兆１，７２４億円となり、株主資本比率はほぼ前期末並みの

２２．５％となりました。Ｄ／Ｅレシオ（少数株主持分含む）もほぼ前期末並みの０．８６倍となりまし

た。 
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２００４年９月中間期連結決算の見通し 

 

  ２００４年９月中間期   （前年同期比） 
売 上 高 ４兆１，５００億円 （１０３％） 
営 業 利 益 ９００億円 （４４５％） 
税 引 前 当 期 純 利 益 ８００億円 （ ８８％） 
少数株主持分控除前利益 ４３０億円 （３００％） 
当 期 純 利 益 ２５０億円 （４６４％） 

 
米国経済は、減税効果が薄れることや超低金利政策の解除による景気減速の懸念はあるものの、引き続

き拡大が続くものと予想しております。また、米国を中心としたIT関連機器の需要増加と中国の国内需要

の増加に支えられアジア経済も拡大が期待される他、欧州経済についても緩やかな回復の継続を見込んで

います。 

 また、日本経済については、米国経済と中国経済の好調による輸出の増加や、設備投資の好調の持続、

雇用・所得環境の若干の改善が個人消費を下支えすること等から、好調が継続するものと予想しています。 

 
  こうした中で、当社は、「ｉ.ｅ. ＨＩＴＡＣＨＩプランⅡ」に従い、当グループ内の経営資源を活用し

た新事業創出と注力事業の強化を進め、高収益体制への構造改革、財務体質の強化等を進めていきます。 
 
  ２００４年９月期の業績見通しについては上記の数値を変更しておりません。なお、為替レー

トは１０５円／ドルを想定しています。（注） 

 

 
 （注）本資料に記載されている当社の今後の計画、見通し、戦略等の将来予想に関する記述は、当社が現時点で合理的で

あると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等の結果は見通しと大きく異なることがありえます。その

要因のうち、主なものは以下の通りです。 

• 急激な技術変化（特に情報通信システム部門及び電子デバイス部門） 
• 新技術を用いた製品の開発、タイムリーな市場投入、低コスト生産を実現する当社及び子会社の能力 
• 市場における製品需給の変動及び価格競争の激化（特に情報通信システム部門、電子デバイス部門及びデジタルメ

ディア・民生機器部門） 
• 為替相場変動（特に円／ドル相場） 
• 資金調達環境（特に日本） 
• 製品需給及び為替変動に対応する当社及び子会社の能力 
• 主要市場（特に日本、米国及びアジア）における経済状況及び貿易規制等各種規制 
• 自社特許の保護及び他社特許の利用の確保（特に情報通信システム部門及び電子デバイス部門） 
• 製品開発等における他社との提携関係 
• 日本の株式相場変動 

 
以上 
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